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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本の女性における社会的排除の健康影響とそのリスク要因を検討し
た。文献レビューの結果、社会的排除とは「大多数の人々にとって入手またはアクセス可能なサービス（住居、
教育、保健医療、社会福祉サービス、就労など）や社会的交流が制限もしくは阻害されていること」であり、女
性の場合は結婚や離婚、出産などが社会的排除のリスクを高めるきっかけとなり得ることが示された。日本のデ
ータを用いた実証研究では、非就労が女性の社会的排除(配偶者間暴力時の医療利用の抑制)を誘発する要因とな
る一方で、高い職業的地位に就くことが、必ずしも女性の健康を高める結果につながっていないことが明らかに
なった。

研究成果の概要（英文）：The current study aimed at examined the impact of social exclusion on 
women’s health and its risk factors. We reviewed academic papers and governmental reports and 
defined social exclusion as “restriction of access to social services and social interaction 
(housing, education, healthcare, social welfare, employment) that are available for the majority in 
a given society”. The review also revealed that changes in family structure by marriage, divorce, 
and birth could increase a rick for social exclusion among wo. We conducted empirical studies to 
explore the risk factors for social exclusion and its health impact among Japanese women. As a 
result, we found that non-employment could hinder women’s access to health care in marital 
violence, while obtaining higher occupational position may not contribute to women’s health in 
Japan.

研究分野：公衆衛生看護学
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１．研究開始当初の背景 

社会的排除は比較的新しい概念で、1990 年

代後半から欧州を中心に概念の理論化や実態

調査が試みられている[1]。日本では 2000 年

代初めに社会科学の分野で調査が行われるよ

うになった。2012 年の内閣府の調査では、社

会的排除を経験している人々は、人生のあら

ゆる時期に深刻な健康問題に直面することが

示された[2]。特に、女性は出身家庭での虐待

や早すぎる自立、不安定な就労、配偶者から

の暴力、ひとり親による子育てなど経験して

いる女性では、社会的排除が深刻化し、社会

資源や支援へのアクセスが困難になると指摘

されている[2, 3]。女性の社会的排除には特

有の背景やメカニズムがあると考えられるが、

公衆衛生の分野では、Saito ら[4]が、社会的

排除が日本女性の死亡率を高めることを明ら

かにしたものの追随する研究は国内外ともに

不足している。 

２．研究の目的 

本研究は、日本における社会的排除の健康

影響とそのリスク要因を明らかにし、社会的

に不利な状況にある女性がより健康な生活を

送るために必要な社会的アプローチを検討す

ることを目的とした。 

３．研究の方法 

（１）社会的排除の概念・理論の整理 

国内・国外の文献、調査報告書のレビューを

行い、社会的排除の定義や基盤となる理論、

ジェンダーや健康との関連について情報を整

理した。 

（２）社会的排除と女性の健康に関する探索

的実証研究 

日本の地域住民を対象に実施された疫学調

査のデータを用いて、社会経済的要因と健康、

医療利用の関連を検討した。 

（３）保健師教育への成果の還元 

本研究の成果を保健師活動に還元すること

を目的として、本学の保健師養成カリキュラ

ムの学習項目に、研究成果を導入した。 

 

４．研究成果 

（１）社会的排除の概念・理論の整理 

「社会的排除」の起源は、ウェーバーが「排

除」を「social closure」の一つとして定義

したことにあると言われている [5]。まず近

代フランスで、ビスマルク主義型社会保障の

セーフティネットが行き届かない人々（障害

者、ひとり親、無保険の失業者など）に対し

て、さらに都市の「辺縁」で生きる人々に対

して「社会的排除」という概念が用いられる

ようになった。社会的排除が長期失業を指す

ようになると、EU においても社会的排除への

政策的な取り組み（社会的包摂政策）が加速

した[5]。 

社会的排除の定義には様々なものがあり、未

だ合意には至っていなかった。全ての定義に

共通する要素は、「社会参加の欠如」であった。

社会参加の欠如は、大多数の人々にとって入

手またはアクセス可能なサービス（住居、教

育、保健医療、社会福祉サービス、就労など）

や社会的交流が制限もしくは阻害されている

ことを意味していた[1, 2, 6-12]。また、社

会的排除が生起・深化するダイナミズムに着

目し、社会的排除を「プロセス」とする定義

もあった[7, 13]。 

内閣府の社会的排除リスク調査チームは、社

会的排除が生じるプロセスを 3つのパターン

に分類している。1つ目は、本人生まれなが

らに持った「生きづらさ」（障害など）がその

後の困難を引き起こし、問題が蓄積されて社

会的排除に至るパターン。2つ目は、家庭環



境に問題があり、生育過程で教育や社会関係

の形成にハンディを負うパターン。3つ目は、

抱えていた潜在的なリスクが、学校や職場な

どでの困難により表出し、社会的排除に至る

パターンである[2]。一方、Burchardt et al. 

[12] は、社会的排除を生み出す要因を「基盤

となる影響要因（過去の影響）」と「現在の影

響要因」に分けて概念化している。「基盤とな

る影響要因」は、Human capital（資本となる

個人特性）、Physical capital（物質的な資源）、

Financial capital（経済的な資源）で構成さ

れる。「現在要因」には、「外部要因」と「内

部要因」があり、それぞれ「個人や社会が直

面している制約や障害」、「個人や社会が選ぶ

選択」を意味している。社会的排除が生起す

るプロセスには、３つの経路が考えられる。1

つ目は、過去の人的、物的状況が現在の制約

や選択に影響を与えることで社会的排除を生

起させるという経路。2つ目は、個人、家族、

コミュニティなど、異なるレベルでの社会的

排除が他レベルでの社会的排除を生み出す経

路。3つ目は、消費活動からの排除が社会参

加の機会を阻むように、ある側面での社会的

排除が別の側面での社会的排除を生み出すと

いう経路である[12]。 

社会的排除のリスクは性別により異なる 

[13]。女性の場合は、家族関係の変動に就業

変動が連動しており、結婚や離婚、出産を機

に、労働市場からの排除を経験しやすいこと

が指摘されていた[14]。特に家族を単位とし

た社会保障制度を構築してきた日本において

は、夫と離婚や死別をした女性、非正規雇用

や無職の女性は、男性の世帯主に比べて社会

保障のベネフィットは不十分であるためであ

る[15]。また、結婚はしていても家族内での

資源の不平等から、社会的排除に至る可能性

もある[14]。中でも適切な住居を持たないこ

とは、高齢期にある女性の貧困や基本的ニー

ズの充足の欠如など、その他の社会的排除を

引き起こすリスクを高めることが指摘されて

いる[13, 15]。 

（２）社会的排除と女性の健康に関する探索

的実証研究 

日本のデータを用いて、職業的地位や雇用と

女性の健康に関する実証研究を行った。 

①職業と女性の健康[16] 

J-HOPE（Japanese study of Health, 

Occupation and Psychosocial factors 

related Equity）[17]を用いて、職業的地位

と精神的健康の関連について女性に特有のパ

ターンについて検討した。その結果、日本の

女性では、精神的健康度が低い者の割合は「サ

ービス業または肉体労働者」で 22.8％、「準

専門職または事務職」で 25.6％、「専門職ま

たは管理職」で 38.4％であり、職業的地位の

高いものほど、精神的健康度が下がっていた。

また、ロジスティック回帰分析の結果からは、

「専門職または管理職」の女性は、「サービス

業または肉体労働」の女性に比べて精神的健

康度の低い可能性が高いことが分かった（OR 

= 1.70, 95% CI = 1.31-2.19）。この関連は、

教育、世帯収入の影響を考慮したモデルでも

維持された（OR = 1.78, 95% CI = 1.36-2.33）。

この関連について、「専門職または管理職」に

就く女性は仕事のコントロールが高いものの、

それを上回る努力報酬不均衡により精神的健

康を悪化させていることが示された。 

②就労と女性の医療へのアクセス[18] 

関東で実施された「まちと家族の健康調査

（the Japanese Study on Stratification, 

Health, Income, and Neighborhood; 

J-SHINE）」[19]のデータを用いて、配偶者



間暴力を経験した際の医療機関受診が、社

会経済状況によって異なるか否か、このパ

ターンが性別により異なるかを検討した。

その結果、配偶者間暴力を経験した年には

医療機関に受診しやすいことがわかった

（OR = 1.36, 95% CI = 1.12-1.66）。この関

連に有意な男女差は無かったが、女性で受

診が少ない傾向が見られた（OR = 0.73, 

95% CI = 0.49-1.09, ref = 男性）。社会経済

的要因の影響について、教育、世帯収入、

就労の交互作用項をすべてモデルに投入し

て検討したところ、就労のみが 10%水準で

有意な交互作用を示し、配偶者間暴力と受

診の関連(主効果)は有意な関連を示さなく

なった。このことから、非就労者は就労者

に比べて、配偶者間暴力を経験した際に医

療機関に受診する可能性が低いこと（OR = 

0.66, 95% CI = 0.41-1.06）が示された。し

かし、社会経済的要因の交互作用に優位な

男女差は見られなかった。さらに男女差を

検討するために、配偶者間暴力の被害のみ

をアウトカムにして同様の解析を行ったと

ころ、女性の場合に非就労の影響が大きい

可能性があることが示唆された。女性の非

就労者は男性の非就労者に比べて、配偶者

間暴力の被害を受けたときに医療機関を受

診しにくいことがわかった（OR = 0.60, 

95％CI = 0.35-1.03）。 

これらの結果から、日本の女性にとって就労

の有無が社会的排除を誘発する要因となり得

ること、その一方で、現在の日本では、高い

職業的地位に就くことが、必ずしも女性の健

康に資する社会的包摂の形態ではないことが

考察できた。社会的排除の背景要因やメカニ

ズムは社会特異的であり、焦点を当てる排除

の側面によってもその健康影響は異なる。本

研究の結果に基づいて、国際比較研究を行い、

汎文化的な生物学的要因・影響と文化・社会

特異的な要因・影響の両方に関する知見を集

積していく必要がある。 

（３）保健師教育への還元 

 本学大学院の保健師養成課程において、健康

の社会的決定要因に関する講義を行い、上記

の実証研究の結果について報告し、解決のた

めのアプローチについてディスカッションを

行った（公衆衛生看護学 特論Ⅰ）。次年度以

降は、公衆衛生看護実践におけるエビデンス

に関する科目（公衆衛生看護学 特論Ⅱ）で、

社会的排除の要因や健康影響、その対策につ

いて発展的に講義・演習を行う予定である。 
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